
（平成２２年３月３１日現在） (単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方
［資産の部］ ［負債の部］
１　公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全 15,718,275 （１）地方債 6,425,399

②教育 13,370,815

③福祉 1,843,486 （２）長期未払金

④環境衛生 2,379,139 ① 物件の購入等 900

⑤産業振興 13,426,116 ② 債務保証又は損失補償 0

⑥消防 580,334 ③ その他 1,067,061

⑦総務 9,666,208 債務負担行為計 1,067,961

⑧その他 314,233

（２）売却可能資産 601,072 （３）退職給与引当金 2,886,486

計 57,899,678

（ うち土地 13,784,608 ）     固定負債合計 10,379,846

    公共資産合計 57,899,678

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 627,323 （１）翌年度償還予定地方債 866,269

（２）貸付金 0 （２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

（３）基金 （３）未払金 0

① 退職手当目的基金 0 （４）翌年度支払予定退職手当 308,361

② 特定目的基金 2,480,303 （５）賞与引当金 163,850

③ 土地開発基金 450,925

④ その他定額運用基金 24,944     流動負債合計 1,338,480

⑤ 退職手当組合積立金 816,451

基金計 3,772,623   負  債  合  計 11,718,326

（４）長期延滞債権

（５）回収不能見込額

    投資等合計 4,399,946

３．流動資産 ［純資産の部］
（１）現金・預金

① 財政調整基金 2,080,611 １．公共資産等整備国県補助金等 8,957,478

② 減債基金 504,553 ２．公共資産等形成一般財源等 37,661,954

③ 歳計現金 1,077,168 ３．その他一般財源等 8,551,497

現金・預金計 3,662,332 ４．資産評価差額

（２）未収金

① 地方税 729,681   純  資  産  合  計 55,170,929

② その他 474,854

③ 回収不能見込額 △ 277,236

未収金計 927,299

    流動資産合計 4,589,631

 資  産  合  計 66,889,255  負 債・純 資 産 合 計 66,889,255

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 216,808 千円
②教育 0 千円
③福祉 0 千円
④環境衛生 35,104 千円
⑤産業振興 124,646 千円
⑥消防 9,725 千円
⑦総務 38,568 千円

424,851 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 48,166 千円

②地方債 72,800 千円
③一般財源等 303,885 千円

424,851 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 900 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの） 千円
③その他 1,067,061 千円

1,067,961 千円
※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,980,168千円については、償還時に地方交付税の算定の基含まれることが見込まれて

いるものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 23,973,847 千円

（貸借対照表に計上したものを含む） 基金等将来負担軽減資産 20,128,857 千円
3,844,990 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は12,925,085千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は82,994,318千円です。
※６　今後、資産評価作業を進めるに伴い、各項目の数値に変更が生じ、純資産の部に「資産評価差額」が計上されますが、
　　　本年度は開始年度のため計上しておりません。
※７　市税・使用料に係る未収金については、全体額を明確にし、また欠損処理の便宜上、流動資産－未収金に一括計上してあります。
　　　長期延滞債権については貸付金に係るものを計上することとし、平成20年度末では0円となっております。
※８　固定資産価額が昭和44年以降の地方財政状況調査による積み上げのため、実勢よりも大きい数字となり、これに伴い純資産における「資産整備財源」
　　から「その他一般財源」への減価償却費分の振替額が実勢よりも大きくなっています。今後の精度向上により縮小します。
　　（現時点では、財源の過不足を表すものではありません。）

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債

貸　　借　　対　　照　　表

計

計

計



（平成２１年３月３１日現在） (単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方
［資産の部］ ［負債の部］
１　公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全 15,655,430 （１）地方債 7,097,841

②教育 13,318,779

③福祉 1,891,206 （２）長期未払金

④環境衛生 2,441,949 ① 物件の購入等 12,163

⑤産業振興 14,241,208 ② 債務保証又は損失補償 0

⑥消防 597,803 ③ その他 484,664

⑦総務 14,241,208 債務負担行為計 496,827

⑧その他 597,803

（２）売却可能資産 630,300 （３）退職給与引当金 2,731,394

計 59,148,554

（ うち土地 13,555,385 ）     固定負債合計 10,326,062

    公共資産合計 59,148,554

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 627,323 （１）翌年度償還予定地方債 1,165,886

（２）貸付金 234 （２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

（３）基金 （３）未払金 0

① 退職手当目的基金 0 （４）翌年度支払予定退職手当 312,285

② 特定目的基金 2,254,472 （５）賞与引当金 172,685

③ 土地開発基金 507,135

④ その他定額運用基金 24,944     流動負債合計 1,650,856

⑤ 退職手当組合積立金 792,639

基金計 3,579,190   負  債  合  計 11,976,918

（４）長期延滞債権

（５）回収不能見込額

    投資等合計 4,206,747

３．流動資産 ［純資産の部］
（１）現金・預金

① 財政調整基金 1,734,362 １．公共資産等整備国県補助金等 9,268,437

② 減債基金 594,914 ２．公共資産等形成一般財源等 37,617,629

③ 歳計現金 944,860 ３．その他一般財源等 8,219,123

現金・預金計 3,274,136 ４．資産評価差額

（２）未収金

① 地方税 675,938   純  資  産  合  計 55,105,189

② その他 21,850

③ 回収不能見込額 △ 245,118

未収金計 452,670

    流動資産合計 3,726,806

 資  産  合  計 67,082,107  負 債・純 資 産 合 計 67,082,107

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 97,270 千円
②教育 0 千円
③福祉 0 千円
④環境衛生 10,972 千円
⑤産業振興 84,825 千円
⑥消防 0 千円
⑦総務 29,530 千円

222,597 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 10,187 千円

②地方債 109,500 千円
③一般財源等 102,910 千円

222,597 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 12,163 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの） 千円
③その他 484,664 千円

496,827 千円
※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,980,168千円については、償還時に地方交付税の算定の基含まれることが見込まれて

いるものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 24,674,907 千円

（貸借対照表に計上したものを含む） 基金等将来負担軽減資産 20,012,813 千円
4,662,094 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は12,925,085千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は82,994,318千円です。
※６　今後、資産評価作業を進めるに伴い、各項目の数値に変更が生じ、純資産の部に「資産評価差額」が計上されますが、
　　　本年度は開始年度のため計上しておりません。
※７　市税・使用料に係る未収金については、全体額を明確にし、また欠損処理の便宜上、流動資産－未収金に一括計上してあります。
　　　長期延滞債権については貸付金に係るものを計上することとし、平成20年度末では0円となっております。
※８　固定資産価額が昭和44年以降の地方財政状況調査による積み上げのため、実勢よりも大きい数字となり、これに伴い純資産における「資産整備財源」
　　から「その他一般財源」への減価償却費分の振替額が実勢よりも大きくなっています。今後の精度向上により縮小します。
　　（現時点では、財源の過不足を表すものではありません。）

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債

貸　　借　　対　　照　　表

計

計

計



平成２１年度　伊豆市

有形固定資産明細表
土地 償却資産 貸借対照表

Ａ 取得価額 減価償却累計額 帳簿価額 計上額
Ｂ Ｃ うち当年度償却額 Ｄ＝Ｂ－Ｃ Ａ＋Ｄ うち資産評価差額

5,293,257 38,448,193 28,023,175 977,333 10,425,018 15,718,275
道路 3,841,984 26,660,859 23,625,337 756,578 3,035,522 6,877,506
橋りょう 2,073,475 587,275 30,779 1,486,200 1,486,200

河川 36,212 2,617,621 856,997 47,086 1,760,624 1,796,836
砂防 45 189,839 9,042 1,722 180,797 180,842
海岸保全 0 0 0 0 0

港湾 58,623 18,749 1,128 39,874 39,874
都市計画 1,085,029 3,691,947 1,133,273 61,531 2,558,674 3,643,703

街路 24,182 23,443 1,255 1,255 22,188 46,370
都市下水路 9,002 8,590 0 412 412
区画整理 378,435 37,692 6,586 340,743 340,743
公園 3,120,283 943,387 49,902 2,176,896 2,176,896
その他 160,784 142,349 3,788 18,435 18,435

住宅 329,987 3,151,015 1,792,502 78,509 1,358,513 1,688,500

空港 0 0 0 0 0
その他 4,814 0 0 4,814 4,814

教育 1,780,379 19,792,433 8,201,997 384,968 11,590,436 13,370,815
小学校 757,654 7,703,937 3,262,902 151,111 4,441,035 5,198,689
中学校 291,555 4,343,193 2,116,897 83,590 2,226,296 2,517,851
高等学校 0 0 0 0 0
幼稚園 89,966 1,154,297 391,166 23,748 763,131 853,097
特殊学校 0 0 0 0 0
大学 0 0 0 0 0

各種学校 0 0 0 0 0
社会教育 383,406 911,035 488,355 17,008 422,680 806,086
その他 257,798 5,679,971 1,942,677 109,511 3,737,294 3,995,092

福祉 285,226 3,883,094 2,324,834 125,582 1,558,260 1,843,486

保育所 154,022 1,309,059 947,099 30,539 361,960 515,982
その他 131,204 2,574,035 1,377,735 95,043 1,196,300 1,327,504

衛生 93,681 3,645,780 1,360,322 129,371 2,285,458 2,379,139
清掃 18,474 1,096,477 410,216 32,339 686,261 704,735

ごみ処理 693,997 248,535 20,299 445,462 445,462
し尿処理 229,986 109,447 5,587 120,539 120,539
その他 172,494 52,234 6,453 120,260 120,260

保健衛生 185,447 149,228 2,998 36,219 36,219
その他 75,207 2,363,856 800,878 94,034 1,562,978 1,638,185

産業振興 3,980,205 41,233,471 31,787,560 1,127,707 9,445,911 13,426,116
労働 23,449 20,125 0 3,324 3,324
農林水産業 669,169 30,159,618 22,537,729 744,409 7,621,889 8,291,058

造林 1,027,703 783,241 31,592 244,462 244,462
林道 6,034,190 5,262,019 141,465 772,171 772,171
治山 1,338,028 696,956 41,357 641,072 641,072
砂防 0 0 0 0 0

漁港 75,083 3,036,976 1,020,745 58,326 2,016,231 2,091,314
農業農村整備 10,887 14,945,175 12,111,787 350,856 2,833,388 2,844,275
海岸保全 361,008 122,518 6,908 238,490 238,490

その他 583,199 3,416,538 2,540,463 113,905 876,075 1,459,274
商工 3,311,036 11,050,404 9,229,706 383,298 1,820,698 5,131,734

国立公園等 49,359 27,041 1,510 22,318 22,318
観光 10,938 6,385,619 5,670,138 214,469 715,481 726,419
その他 4,615,426 3,532,527 167,319 1,082,899 1,082,899

消防 3,353,250 2,772,916 52,861 580,334 580,334
庁舎 208,657 35,475 4,115 173,182 173,182
その他 3,144,593 2,737,441 48,746 407,152 407,152

総務 2,351,860 18,175,160 10,259,740 599,958 7,915,420 10,267,280
庁舎等 849,829 3,658,894 1,281,794 69,445 2,377,100 3,226,929
その他 1,502,031 14,516,266 8,977,946 530,513 5,538,320 7,040,351

その他 2,052,159 1,737,926 76,372 314,233 314,233

合計 13,784,608 130,583,540 86,468,470 3,474,152 44,115,070 57,899,678

生活インフラ・国土保全
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主な施設の状況 （平成２１年度）

取得年度 取得価額
減価償却
累計額

貸借対照表
計上額

（年度） （千円） （千円） （千円） うち資産評価差額

道路・橋りょう － 28,734,334 24,212,612 4,521,722
河川・砂防 － 2,807,460 866,039 1,941,421
住宅 － 3,151,015 1,792,502 1,358,513
都市計画その他 － 3,755,384 1,152,022 2,603,362
小計 － 38,448,193 28,023,175 10,425,018
小学校 － 7,703,937 3,262,902 4,441,035
中学校 － 4,343,193 2,116,897 2,226,296
幼稚園 － 1,154,297 391,166 763,131
その他 － 6,591,006 2,431,032 4,159,974
小計 － 19,792,433 8,201,997 11,590,436
保育所 － 1,309,059 947,099 361,960

－ 0
－ 0

その他 － 2,574,035 1,377,735 1,196,300
小計 － 3,883,094 2,324,834 1,558,260
ごみ処理施設 － 693,997 248,535 445,462
し尿処理施設 － 229,986 109,447 120,539
斎場 － 810,740 78,566 732,174
その他 － 1,911,057 923,774 987,283
小計 － 3,645,780 1,360,322 2,285,458
農林水産 － 30,159,618 22,537,729 7,621,889
商工 － 4,615,426 3,532,527 1,082,899
観光 － 6,385,619 5,670,138 715,481
その他 － 72,808 47,166 25,642
小計 － 41,233,471 31,787,560 9,445,911
庁舎 － 208,657 35,475 173,182

0
0

その他 － 3,144,593 2,737,441 407,152
小計 － 3,353,250 2,772,916 580,334
庁舎等 － 3,658,894 1,281,794 2,377,100

0
0

その他 － 14,516,266 8,977,946 5,538,320
小計 － 18,175,160 10,259,740 7,915,420

0
0
0

その他 － 2,052,159 1,737,926 314,233
小計 － 2,052,159 1,737,926 314,233

130,583,540 86,468,470 44,115,070

（注）取得価額には、土地の価額は含まれていません。

総務

その他

合　　　　　計

教育

福祉

衛生
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生活
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国土保全

消防



貸付金明細表 （平成２１年度）

（単位：千円）

相手先名 貸借対照表価額 回収不能見込額

その他の貸付金 0 0

災害援護資金貸付金 0 0

合　　　計 0 0

（注）上表には、長期延滞債権に振り替えられた貸付金は
　　　含まれていません。



売却可能資産明細表

土地
面積 取得価額 回収可能価額
（㎡） （円） （円）

熊坂字ヒラ平100-4外13筆 9,667.04 64,520,000 64,520,000
本立野字下街道451外4筆 1,363.65 84,046,078 84,046,078
熊坂字上畑122-1 17.00 961,690 961,690
熊坂字上畑167-1 193.18 10,928,192 10,928,192
熊坂字南326-1外3筆 97.88 5,537,071 5,537,071
熊坂字犬野832-1 161.00 2,922,150 2,922,150
修善寺字粱見302-3外4筆 691.04 83,615,840 83,615,840
柏久保字大仙1186、1187 198.30 22,209,600 22,209,600
修善寺字粱見304-2、305-2 233.96 27,276,850 27,276,850
修善寺字南870-1 3,054.54 117,269,000 117,269,000
修善寺字栗原660-5他3筆 575.54 46,833,308 46,833,308
日向字日之本16-1 136.76 1,846,260 1,846,260
湯ヶ島字新畑1852-2 991.00 24,000,000 24,000,000
松ヶ瀬字新田97-1外1筆 652.35 20,748,671 20,748,671
松ヶ瀬字新田95-1 657.00 20,897,090 20,897,090
矢熊字今垂159-6 1,385.00 16,508,204 16,508,204
湯ヶ島字新畑1858-2 277.00 6,284,250 6,284,250
湯ヶ島字新畑1862-1 993.00 22,528,500 22,528,500
月ヶ瀬字毛勝原114-4 770.00 22,138,800 22,138,800

合計 22115.24 601,071,554 601,071,554

所在地



未収金明細表 （平成２１年度）

（単位：千円）

相手先名又は種別 貸借対照表価額 回収不能見込額

【未収金】
市税等未収金 769,681 26,695
　個人市民税 171,983 7,681
　法人市民税 12,935 1,456
　固定資産税 550,119 16,493
　軽自動車税 7,539 518
　入湯税 27,105 547
その他未収金 23,249 576
　保育園保育料 833 0
　学校給食費負担金 2,346 3
　道路占用料 3,357 328
　河川占用料 1,124 52
　市営住宅使用料 15,503 191
　市営住宅駐車場使用料 86 2

合　　　　計 792,930 27,271

※回収不能見込額の算定方法
①１件１００万円を超える未収金については、個別に回収の可・不可を判定
②それ以外については、18～21年度の未収金に対する欠損金の割合を各科目
　ごとに算出し、未収金に乗じて得た数値とした。
③上記①・②いずれも２年以上経過している未収金を対象とした。



地方債等明細表

①借入先別一覧表
公営企業 その他

うち翌年度償還 金融公庫 金融機関
【通常分】
一般公共事業 515,325 68,756 509,363 0 0 0 5,962
公営住宅建設 12,613 4,444 12,613 0 0 0 0
災害復旧 328,903 41,252 328,903 0 0 0 0
教育・福祉施設 802,081 86,137 584,624 0 162,410 55,047 0
一般単独事業 4,449,614 592,598 1,001,013 700,513 89,075 2,147,145 511,868
その他 1,650,800 333,489 592,628 292,953 108,761 226,340 430,118

小計 7,291,668 866,269 3,029,144 985,582 209,107 2,642,687 425,148
【特別分】
臨時財政対策債 5,974,606 256,344 5,705,385 0 0 269,221 0
減税補てん債 804,172 112,442 804,172 0 0 0 0
その他 117,049 13,800 117,049 0 0 0 0

小計 6,895,827 382,586 6,626,606 0 0 269,221 0
合計 14,655,163 1,509,262 9,472,334 993,466 360,246 2,697,753 1,131,364

水道 2,260,871 112,293 1,439,919 820,952 0 0 0
簡易水道 118,988 7,546 81,612 37,376 0 0 0
下水道 7,263,381 473,000 4,678,641 2,584,581 0 159 0
農業集落排水 658,621 37,200 432,564 226,057 0 0 0
合計 10,301,861 630,039 6,632,736 3,668,966 0 159 0

一部事務組合駿豆学園管理組合 27,081 2,138 27,081 0 0 0 0
広域連合 伊豆市沼津市衛生施設組合 100,270 56,950 100,270 0 0 0 0

合計 127,351 59,088 127,351 0 0 0 0

②利率別一覧表

1.5%超 2.0%超 2.5%超 3.0%超 3.5%超
2.0%以下 2.5%以下 3.0%以下 3.5%以下 4.0%以下

普通会計 14,191,589 7,712,576 4,693,245 1,506,405 85,550 96,857 20,887 75,043
合計 7,712,576 4,693,245 1,506,405 85,550 96,857 20,887 75,043
水道 2,260,871 87,200 671,912 330,088 148,157 142,587 231,739 649,188
簡易水道 118,988 16,821 33,865 64,587 0 0 0 3,715
下水道 7,263,381 513,040 1,693,979 2,044,471 542,275 455,789 10,148 2,003,679
農業集落排水 640,538 17,206 26,253 51,334 59,249 45,289 0 441,207
合計 634,267 2,426,009 2,490,480 749,681 643,665 241,887 3,097,789

一部事務組合駿豆学園管理組合 27,031 14,499 12,532 0 0 0 0 0
広域連合 伊豆市沼津市衛生施設組合 100,270 100,270 0 0 0 0 0 0

合計 114,769 12,532 0 0 0 0 0

その他
地方債等残高

政府資金 市中銀行種類

公営事業会計

区分 会計・法人名等 地方債等残高

普通会計
普通会計

区分 会計・法人名等

1.5%以下 4.0%超

普通会計

公営事業会計



退職手当等引当金明細表

退職手当等 翌年度 引当対象 （参考）当年度 （参考）当年度
引当金 支払予定額 人員 支給額 支給人員
（千円） （千円） （人） （千円） （人）　

普通会計 普通会計 3,194,847 308,361 381 276,745 9
水道 68,202 6,474 8 4,412
温泉 16,703 1,601 2 1,260 1
簡易水道 16,107 1,601 2 1,194
下水道 76,298 7,292 9 5,489
農業集落排水 8,959 1,211 1 396
湯の国会館・天城会館 50,535 4,872 6 3,297
国民健康保険 65,876 6,304 4,827
後期高齢者医療 1,809 170 102
介護保険 34,066 3,237 9 2,241

一部事務組合 駿豆学園管理組合 25,155 0 0
広域連合 伊豆市沼津市衛生施設組合 16,652 0 0

注）当市職員の退職給与は、静岡県市町総合事務組合へ積立を行い、同組合から支給されております。
　このため、引当金・当年度支給額・翌年度支給額については、負担金、構成人員により各会計へ按分した
　数値を計上してあります。従いまして、支給人員のない（＝退職者がない）会計についても、
　退職した時点では他会計に所属していた退職者が、過去にその会計に所属していた期間があるものと
　みなし、支給額を計上してあります。
　（ただし、一部事務組合を除く）
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区分 会計・法人名等

公営事業会計


	BS21.pdf
	BS21

	BS20
	BS20

	21資産等明細
	資産附属明細書

	施設の状況
	施設の状況

	貸付金21
	貸付金

	売却可能資産２１
	売却可能資産

	未収金21
	未収金

	地方債２１
	５－７

	退手引当21
	５－８


